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明日香法の体系

目的（１条）
明日香村の歴史的風土が、明日香村の全域にわたつて良好に維持されていること
にかんがみ、住民の理解と協力の下に保存するため、古都における歴史的風土の
保存に関する特別措置法の特例及び国等において講ずべき特別の措置を定める

歴史的風土保存と住民生活の調和を 歴史的風土保存のための

図るための措置 土地利用規制等

明日香村整備基本方針（４条） 明日香村歴史的風土保存計画(２条)

（国土交通大臣決定） （国土交通大臣決定）

明日香村における生活環境及び産業基盤の 村全域を対象。行為規制、土地利

整備等に関する基本方針 用等に関する事項

明日香村整備計画（３次Ｈ12～21 （４条））

（奈良県知事作成、国土交通大臣承認） 第１種・第２種歴史的風土保存地区

生活環境及び産業基盤の整備等を推進する に関する都市計画決定 （３条）

ため、基本方針に基づき策定 （奈良県知事決定）

（内容） 明日香村歴史的風土保存計画に基

・生活環境の整備（道路、河川、下水道等） づき村全域について決定

・産業の振興（農業、林業、観光）

・歴史的風土の保存と文化財の保護 ・第１種保存地区

歴史的風土保存上枢要な部分を

構成し、現状の変更を厳に抑制

する地域

国の負担又は補助の割合の特例 (５条）

明日香村整備計画に基づいて行う一定の ・第２種保存地区

事業の国庫補助率等をかさ上げ 歴史的風土の維持保存を図るた

（Ｈ２１まで） め、著しい現状の変更を抑制す

る地域

地方債についての配慮等 （６条）

明日香村整備計画に基づいて行う事業の ・建築物の新築等一定の行為に

ための地方債について特別の配慮 ついては知事の許可が必要

明日香村整備基金 （８条）

（総額31億 国24億、県６億、村１億）

運用益により以下の事業を実施 土地の買入れ等（古都法）

・歴史的風土保存を図るための事業 ・不許可処分に対し、損失補償及び

・土地の形質、建築物等の意匠等を歴史的 土地の買入れ

風土と調和させるための事業 ・土地の買入れ、保存施設整備等に

・歴史的風土保存に関連した、住民生活の 対し国が補助

安定向上、利便増進のための事業
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■  特定事業の補助率かさ上げ制度の概要(明日香法第５条、同施行令第３条) 
  

     現行の補助率等かさ上げ制度は、明日香村特別措置法第５条の規定により、 
  明日香村整備計画に基づく特定事業の補助率を１.２５倍を限度としてかさ上げ 
  る制度。 

 

 
 
    ○  特定事業：明日香村特別措置法第５条、同法施行令第３条に規定 
          道路、下水道、都市公園、教育施設、厚生施設（一般廃棄物処理施設） 
          農地、農業用施設（農道、用排水施設等）、林業用施設林道（林道等） 
 
    ○  かさ上げ算定方式は、首都圏等財特法の例により下記算式により算定。 
                              Ａ－Ｂ        
        １＋ ０．２５× 
                                 Ｂ 
 
                    Ａ：特定事業に係る明日香村負担額（Ｂ≦Ａ≦２Ｂ）    
                    Ｂ：明日香村の標準負担額（標準財政規模の１０％）    
 
○  特定事業に係る村負担額が大きいほどかさ上げ率は高くなる仕組み。 
    ただし、かさ上げ措置が効くためには、上記算定式により、特定事業にかかる明日香 
村の負担額が村の標準財政規模の１０％を超えることが必要。 

 
 
 
(参考) 明日香村における歴史的風土の保存及び生活環境の整備等に関する特別措置法 

第５条 
 明日香村整備計画に基づいて、昭和５５年度から平成２１年度までの各年度において明日香村が国又は奈

良県から負担金、補助金又は交付金の交付を受けて行う事業（奈良県から負担金、補助金又は交付金の交付

を受けて行うものにあっては、奈良県が負担し、若しくは補助し、又は交付金を交付するために要する費用

の一部について国が負担し、若しくは補助し、又は交付金を交付するものに限る。）のうち、次に掲げる事

業（災害復旧に係るもの、当該事業に係る経費の全額を国又は奈良県が負担するもの及び当該事業に係る経

費を明日香村が負担しないものを除く。）で政令で定めるもの（以下「特定事業」という。）に係る経費に

対する国の負担又は補助の割合（明日香村に対する負担又は補助のために奈良県が要する費用の一部を国が

負担し、又は補助している場合にあっては、国の負担金又は補助金の当該特定事業に係る経費に対する割合）

については、首都圏、近畿圏及び中部圏の近郊整備地帯等の整備のための国の財政上の特別措置に関する法

律（昭和４１年法律第１１４号）第５条の規定の例による。 
一 次の施設の整備に関する事業 
  イ 道路 
  ロ 下水道 
  ハ 都市公園 
  ニ 教育施設 
  ホ 厚生施設 
  ヘ 農地並びに農業用施設及び林業用施設で政令で定めるもの 
二 前号に掲げるもののほか、生活環境及び産業基盤の整備のために必要な事業で政令で定めるもの 
２ （以下省略） 
 
明日香村における歴史的風土の保存及び生活環境の整備等に関する特別措置法施行令 

第１条 
 明日香村における歴史的風土の保存及び生活環境の整備に関する特別措置法（以下「法」という。）第５

条第１項第１号ヘに規定する政令で定める施設は、農業用用排水施設、農業用道路及び林道とする。 
第２条 
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 法第５条第１項第２号に規定する政令で定める事業は、次に掲げる事業とする。 
 一 簡易水道事業の用に供する水道施設の整備に関する事業 
 二 農業振興地域（農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第６条第１項の規定に

より指定された地域をいう。以下同じ。）における良好な生活環境を確保するための施設等の整備に関

する事業 
 三 農業振興地域における効率的かつ安定的な農業経営を育成するための施設等の整備に関する事業 
第３条 
 法第５条第１項の特定事業として政令で定める事業は、次に掲げる事業のうち、再度災害を防止するため

災害復旧事業に合併して行う事業で当該事業に要する経費の総額が千万円未満のもの及び維持修繕に係る事

業以外の事業とする。 
 一 道路整備緊急措置法（昭和３３年法律第３４号）第２条第１項に規定する道路整備五箇年計画の実施

の対象となる道路に関する事業のうち道路整備緊急措置法施行令（昭和３４年政令第１７号）第２条第

１項各号に掲げる事業以外の事業 
 二 下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第２号に規定する下水道の設置又は改築に関する事業 
 三 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条第１項に規定する都市公園の新設又は改築に関する事

業 
 四 義務教育諸学校施設費国庫負担法（昭和３３年法律第８１号）第２条に規定する義務教育諸学校の建

物の新築、増築、改築又は改造に関する事業 
 五 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園の建物の新築、増築若しくは設備の

整備に関する事業 
 六 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１１７号）第８条第１項に規定する一般廃棄

物処理施設の設置に関する事業 
 七 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条に規定する保育所の施設の整備に関する事業 
 八 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第２条第２項に規定する土地改良事業（以下「土地改良事

業」という。）のうち次に掲げる事業 
  イ 土地改良法第２条第２項第１号に掲げる事業のうち、団体営農業生産基盤整備事業（土地改良法施

行令（昭和２４年政令第２９５号）第７８条第２項第７号に規定する土地改良事業であって農林水産

大臣の定める基準に該当するものをいう。以下同じ。）又は特定地域土地改良整備事業（同令第５０

条第５項に規定する特定地域改良整備計画に従って行われる土地改良事業をいう。以下同じ。）とし

て行われる農業用用排水施設及び農業用道路に係る事業であって当該事業に係る土地改良事業計画が

農村基盤整備計画（同令別表第５の１の項に規定する農村基盤整備計画をいう。以下同じ。）に即し

ているもの。 
  ロ 土地改良法第２条第２項第２号及び第３号に掲げる事業のうち、団体営農業生産基盤整備事業とし

て行われる事業（同項第２号に掲げるものに限る。）、特定地域土地改良整備事業として行われる事

業及び前条第２号に掲げる事業と併せて行われる事業であって当該事業に係る土地改良事業計画が農

村基盤整備計画に即しているもの 
  ハ 土地改良法第２条第２項第７号に掲げる事業のうち特定地域土地改良整備事業として行われる暗き

ょ排水に係る事業 
 九 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１９３条に規定する林道の開設に関する事業 
十 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第３項に規定する簡易水道事業の用に供する水道施設の

新設又は増設に関する事業 
十一 前条第２号に掲げる事業（農業用用排水の水質保全等を目的として設けられる集落から排出される

汚水の処理のための施設の整備に関する事業以外の事業にあっては、農村基盤整備計画に即して行われ

るものに限る。） 
十二 前条第３号に掲げる事業であって明日香村が奈良県知事の認定を受けて定める効率的かつ安定的な

農業経営を育成するための施設等の整備に関する計画に即して行われるもの 
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又
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又
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助
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又
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助
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又
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又
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又
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付
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又
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又
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助
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の
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付
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は
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付
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付
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に
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又
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又
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付
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す
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に
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す
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、
又
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す
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に
限
る
。
）
の
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、

国
が
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し
く
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補
助
し
、
又
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付
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付
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の
に
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係
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。
）
で
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る
も
の
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下
「
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事
業
」
と
い

香
村
が
負
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し
な
い
も
の
を
除
く
。
）
で
政
令
で
定
め
る
も
の
（
以
下
「
特
定
事

う
。
）
に
係
る
経
費
に
対
す
る
国
の
負
担
又
は
補
助
の
割
合
（
明
日
香
村
に
対
す

業
」
と
い
う
。
）
に
係
る
経
費
に
対
す
る
国
の
負
担
又
は
補
助
の
割
合
（
明
日
香

る
負
担
又
は
補
助
の
た
め
に
奈
良
県
が
要
す
る
費
用
の
一
部
を
国
が
負
担
し
、
又

村
に
対
す
る
負
担
又
は
補
助
の
た
め
に
奈
良
県
が
要
す
る
費
用
の
一
部
を
国
が
負

は
補
助
し
て
い
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
国
の
負
担
金
又
は
補
助
金
の
当
該
特
定
事

担
し
、
又
は
補
助
し
て
い
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
国
の
負
担
金
又
は
補
助
金
の
当

業
に
係
る
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費
に
対
す
る
割
合
）
に
つ
い
て
は
、
首
都
圏
、
近
畿
圏
及
び
中
部
圏

該
特
定
事
業
に
係
る
経
費
に
対
す
る
割
合
）
に
つ
い
て
は
、
首
都
圏
、
近
畿
圏
及

の
近
郊
整
備
地
帯
等
の
整
備
の
た
め
の
国
の
財
政
上
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律

び
中
部
圏
の
近
郊
整
備
地
帯
等
の
整
備
の
た
め
の
国
の
財
政
上
の
特
別
措
置
に
関

（
昭
和
四
十
一
年
法
律
第
百
十
四
号
）
第
五
条
の
規
定
の
例
に
よ
る
。

す
る
法
律
（
昭
和
四
十
一
年
法
律
第
百
十
四
号
）
第
五
条
の
規
定
の
例
に
よ
る
。

一
・
二

（
略
）

一
・
二

（
略
）

２
～
５

（
略
）

２
～
５

（
略
）

第
五
条
の
二

国
は
、
特
定
事
業
に
係
る
経
費
に
充
て
る
た
め
政
令
で
定
め
る
交
付

金
を
交
付
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
経
費
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に
つ
い
て
前
条
の
規
定
を
適
用
し
た
と
す
る
な
ら
ば
国
が
負
担
し
、
又
は
補
助
す

る
こ
と
と
な
る
割
合
を
参
酌
し
て
、
当
該
交
付
金
の
額
を
算
定
す
る
も
の
と
す
る

。（
財
政
上
及
び
技
術
上
の
配
慮
）

（
財
政
上
及
び
技
術
上
の
配
慮
）

第
七
条

国
は
、
前
三
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
明
日
香
村
整
備
計
画
が
円
滑
に

第
七
条

国
は
、
前
二
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
明
日
香
村
整
備
計
画
が
円
滑
に

達
成
さ
れ
る
よ
う
、
財
政
上
及
び
技
術
上
の
配
慮
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

達
成
さ
れ
る
よ
う
、
財
政
上
及
び
技
術
上
の
配
慮
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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史
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等
に
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す
る
特
別
措
置
法
（
交
付
金
嵩
上
げ
関
係
規
定
追
加
）

明

日

香

法

同

法

施

行

令

同

法

施

行

規

則

（
国
の
負
担
又
は
補
助
の
割
合
の
特
例
）

第
五
条

明
日
香
村
整
備
計
画
に
基
づ
い
て
、
昭
和
五
十

五
年
度
か
ら
平
成
二
十
一
年
度
ま
で
の
各
年
度
に
お
い

て
明
日
香
村
が
国
又
は
奈
良
県
か
ら
負
担
金
、
補
助
金

又
は
交
付
金
の
交
付
を
受
け
て
行
う
事
業
（
奈
良
県
か

ら
負
担
金
、
補
助
金
又
は
交
付
金
の
交
付
を
受
け
て
行

う
も
の
に
あ
つ
て
は
、
奈
良
県
が
負
担
し
、
若
し
く
は

補
助
し
、
又
は
交
付
金
を
交
付
す
る
た
め
に
要
す
る
費

用
の
一
部
に
つ
い
て
国
が
負
担
し
、
若
し
く
は
補
助
し

、
又
は
交
付
金
を
交
付
す
る
も
の
に
限
る
。
）
の
う
ち

、
次
に
掲
げ
る
事
業
（
災
害
復
旧
に
係
る
も
の
、
当
該

事
業
に
係
る
経
費
の
全
額
を
国
又
は
奈
良
県
が
負
担
す

る
も
の
及
び
当
該
事
業
に
係
る
経
費
を
明
日
香
村
が
負

担
し
な
い
も
の
を
除
く
。
）
で
政
令
で
定
め
る
も
の
（

以
下
「
特
定
事
業
」
と
い
う
。
）
に
係
る
経
費
に
対
す

る
国
の
負
担
又
は
補
助
の
割
合
（
明
日
香
村
に
対
す
る

負
担
又
は
補
助
の
た
め
に
奈
良
県
が
要
す
る
費
用
の
一

部
を
国
が
負
担
し
、
又
は
補
助
し
て
い
る
場
合
に
あ
つ

て
は
、
国
の
負
担
金
又
は
補
助
金
の
当
該
特
定
事
業
に

係
る
経
費
に
対
す
る
割
合
）
に
つ
い
て
は
、
首
都
圏
、

近
畿
圏
及
び
中
部
圏
の
近
郊
整
備
地
帯
等
の
整
備
の
た

め
の
国
の
財
政
上
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

四
十
一
年
法
律
第
百
十
四
号
）
第
五
条
の
規
定
の
例
に

よ
る
。

一
・
二

（
略
）

２
～
５

（
略
）

（
交
付
金
等
）
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第
五
条
の
二

国
は
、
特
定
事
業
に
係
る
経
費
に
充
て
る

第
八
条

法
第
五
条
の
二
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
交

た
め
政
令
で
定
め
る
交
付
金
を
交
付
す
る
場
合
に
お
い

付
金
は
、
次
に
掲
げ
る
交
付
金
と
す
る
。

て
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
経
費
に

一

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
（
平
成
十
五
年
法

つ
い
て
前
条
の
規
定
を
適
用
し
た
と
す
る
な
ら
ば
国
が

律
第
百
二
十
号
）
第
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
交

負
担
し
、
又
は
補
助
す
る
こ
と
と
な
る
割
合
を
参
酌
し

付
金

て
、
当
該
交
付
金
の
額
を
算
定
す
る
も
の
と
す
る
。

二

第
三
条
第
十
二
号
に
掲
げ
る
事
業
に
要
す
る
経
費

に
充
て
る
た
め
の
交
付
金

２

法
第
五
条
の
二
の
規
定
に
よ
り
算
定
す
る
交
付
金
の

額
は
、
特
定
事
業
に
係
る
経
費
に
対
す
る
通
常
の
国
の

交
付
金
の
額
に
、
首
都
圏
、
近
畿
圏
及
び
中
部
圏
の
近

郊
整
備
地
帯
等
の
整
備
の
た
め
の
国
の
財
政
上
の
特
別

措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
一
年
法
律
第
百
十
四

号
）
第
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
引
上
率
を
乗
じ
て
算

定
す
る
も
の
と
す
る
。

３

第
四
条
の
規
定
は
、
特
定
事
業
に
つ
い
て
法
第
五
条

の
二
の
規
定
に
よ
り
国
が
通
常
の
交
付
金
の
額
を
超
え

て
当
該
年
度
の
交
付
金
を
交
付
す
る
こ
と
と
な
る
場
合

に
つ
い
て
準
用
す
る
。




